
令和 3年 12月 5日 

家計相談 Q＆A（ 第 42回 ）「夫 45歳、妻 35歳で初めての出産。これから教育
費とマイホームは両立できる？」 

ばんだいこうじ 

Q：家族が一人増えるのを機にマイホームを検討し始めました。親からの贈与は無く、自己資金は 500万

円程度。夫の年齢を考えると教育資金と住宅資金はどの程度掛かり両立できるのか気掛かりです。 

 

A：人生の 3大資金には優先順位があります。原則は、①教育資金・②老後資金・③住宅資金の順番です。

公務員の方や共働きなど、老後資金に予め余裕が見込まれる方は②と③が入れ替わるケースもあります。 

教育費は別名「特別費」と呼ばれます。何故なら節約する対象ではなく、出ていくものは出ていくから

です。また予めその基本的な金額と時期が予想できる特徴が有り

ます。別の側面として各家庭の教育方針によっては習い事や塾な

ど更に支出が増える可能性があります。まず教育方針をご夫婦で

話し合うことです。教育費を正確に算出したら残りの予算で住宅

費にいくら掛けられるか計算します。具体的には、家計から「安

心して支出できる額」を把握し、そこから教育費を優先的に確保

します。保育園、小学校から高校まで、その時々にかかる教育費

（ 塾習い事の学校外費用も含む ）を計上し、これは家計から支出します。次に A さんは、大学は私立

文系を想定していますので、その費用（ 4年間で約 700万円超 ）※は、家計から全額支出は不可能です

ので、事前積立として子が 18歳になるまで均等に毎月 3万円ずつ積み立てることにします。教育費を優

先的に確保するやり方なら、安心して家を建てることが出来ます。 

実態調査によると節約の対象は、外食費・旅行に次いで衣類購入費が上位に登場しますが、Aさんのポー

トフォリオ分析でも同様な傾向が分かります。 

住宅費としては、住宅ローン返済以外に固定資産税や修繕費用も掛かります。失敗するケースとして、

住宅ローン申し込み時に最初から早目に返す積りで短い借入期間を設定する方がいますが、逆にできる

だけ長い借入期間で契約するのが原則です。そして繰上げ返済で定年頃には完済できる様にします。借

方を考えた時、共働きの A さん夫妻は、それぞれが住宅ローンを組むか連帯債務とし、共に住宅ローン

控除を受けることができます。年収の比率に合わせて借入額若しくは債務割合を決めるのが一般的です

が、団信なども含めて、万が一の場合も返済出来る配分とします。リスクマネジメントの面からは、収入

面とは異なっても妻の返済負担を抑えることが重要で、夫の借入額を多くした方が一定の安心感が得ら

れます。45歳の夫が 35年返済で住宅ローンを組むと完済年齢は 80歳ですが、Aさんの家庭は、収入か

らみて繰上げ返済が可能です。但し住宅ローン控除の効果がある期間は無理に繰上げ返済するのではな

く、その間は貯めた資金を積極的に運用し、時期を見て繰上げ返済を実行するのが最も効果的です。 

※大学教育費：日本政策金融公庫「 教育費負担の実態調査結果（ 令和 2年度版 ） 」 

 

【アドバイス】 

（1） 教育費を優先し、家庭の教育方針から具体的費用を見積ります。 

（2） 借入額の調整、繰上げ返済の時期などリスクと対策を考えます。 

（3） 住宅税制との兼ね合いも見て繰上げ返済の時期を検討します。 



Aさんの状況 ／ 出雲市在住 

Aさん（35歳・会社員）、夫（45歳・会社員）。現在、妊娠中。マイホーム購入を検討中。出産、育児休

業後は復職予定。 


